
【設問１】 
第 1 決議取消の訴え（会社法、（以下、法）831 条 1 項 1 号） 
１ C は、E による議決権⾏使を有効とした本件選任決議は、決議⽅法に法令違反が認めら
れるので有効とはいえないと主張し、法 831 条 1 項 1 号に基づき株主総会決議取消の訴え
を提起することが考えられる。 
２ 決議が成⽴した令和 2 年 1 ⽉ 27 ⽇から 3 ヵ⽉以内であり、提訴期間内である。 
３  C は P 社の「株主」なので、原告適格が認められる（法 831 条 1 項 1 号）。 
４ 決議取消事由 （E による議決権⾏使の有効性） 
⑴ P 社の発⾏株式総数 1 万株のうち、8000 株を保有していた A が死亡し、A の⼦である
B・C・D・E が法定相続分に従い本件相続株式を相続した。この時、本件相続株式は B・C・
D・E の準共有状態になる。 
 本件の様に、株式が⼆⼈以上の共有に属する時、株式の共有者は、当該株式についての権
利⾏使者を⼀⼈定めて会社に通知しなければ、当該株式についての権利を⾏使できない（法
106 条本⽂）。権利⾏使者の指定⽅法は、共有持ち分の過半数で決定できると解する。 
⑵ では、本件選任決議におけるＥの議決権⾏使は適法か。 

⺠法 252 条本⽂より、共有の管理に関する事項は、各共有者の持分の価格に従い、その
過半数で決せられる。議決権⾏使は特段の事情が無い限り共有株式の管理⾏為であるので、
持分価格の過半数で管理⾏為に関する事項は決定しなければならない。 
 本件相続株式について、B・E と C・D で意⾒が対⽴しており、過半数による決定ができ
ない。そのため、権利⾏使者の指定ができない。しかしＥは、Ｐ社から、本件相続株式の権
利⾏使者として本件総会において議決権を⾏使することの同意を得ているので、同条但書
きの意味が問題となる。 

判例によると、法 106 条但書きは、株式会社が同意をした場合、共有に属する株式の権
利⾏使の⽅法について、権利⾏使者の指定・通知が不要となることを定めたにすぎない。す
ると、同条本⽂に基づく指定及び通知を⽋く当該株式についての権利⾏使がなされた場合、
当該権利⾏使が⺠法の共有に関する規定に従ったものでない時は、株式会社が同条但書き
の同意をしたとしても、当該権利⾏使は適法とならない、と解される。 

これを本件にあてはめると、Ｅは本件相続株式の権利⾏使者として本件総会において議
決権を⾏使することをＰ社に申し出、これをＰ社は同意した。ここから、法 106 条但書き
より、本件相続株式について権利⾏使者の指定、会社への通知がされていなくても議決権⾏
使は可能になる。 
 もっとも、本件選任決議における議決権⾏使は、 本件相続株式の管理⾏為とみるべきな
ので、共有持分の過半数によってどのように議決権を⾏使するかを決定しなければならな
い。本問ではＥが本件総会において取締役選任決議案に賛成の議決権を⾏使することにつ
いて、Ｃ・Ｄが拒否している。本件相続株式に関する B・C・D・E の相続分は均等である
ため、4 ⼈中 3 ⼈が賛成しなければ過半数で決定されたとはいえない。 

コメントの追加 [h1]: なぜそのように解することがで

きますか。 

コメントの追加 [h2]: 標題がミスリードになっていま

す。おそらく、権利⾏使者の指定、通知と、それが無

い場合の権利⾏使⽅法は別の論点なので。インデント

は分けた⽅が読みやすいです。 

また、⑵の直前で共有持分の過半数で決するとの解釈

をした以上、そのあとは端的に過半数の意思決定があ

るかという点を検討しなければ⽂章として変です。な

ぜ２５２条本⽂に⾔及しているかがわかりませんで

し。 

コメントの追加 [h3]: そもそもなぜ権利⾏使者の指定

という制度を設けたのかという点から出発した⽅が判

例理論を説明しやすいです。 

コメントの追加 [h4]: 前提として既に⾔及した事実な

ので不要です。 

コメントの追加 [h5]: 丁寧ですが、過半数はただの算

数なので記載は不要かと思います。 



 したがって、Ｅによる本件総会における本件相続株式についての議決権⾏使は、共同相続
⼈である共有者の持分の価格の過半数によって決定されたといえないので、Ｅによる本件
総会における本件相続株式についての議決権⾏使は、⺠法の共有の規定に従ったものであ
るとはいえず、不適法である。 

以上より、Ｅによる議決権⾏使を有効とした本件選任決議に、法令違反事由（法 831 条 1
項 1 号）が認められる。 
４ よって、C は、E による議決権⾏使を有効とした本件選任決議案は、決議⽅法に法令違
反するので、法 831 条 1 項 1 号に基づき株主総会決議取消の訴えを提起する。 
第 2 決議不存在確認の訴え（法 830 条 1 項） 
１ 決議不存在事由 
法 341 条より、役員選任決議は、議決権を⾏使することができる株主の議決権の過半数を
有する株主が出席することを要する。本件相続株式のように権利⾏使者の指定を⽋く株主
は、「議決権を⾏使することができる株主」に含まれるか。 
 この点、共有株式に係る権利⾏使の制限は、権利⾏使者を指定し通知するまでの暫定的な
ものにすぎないと解する。つまり、権利⾏使者の指定を⽋く株主は議決権を⾏使することが
できる株主に含まれる。 

したがって、 本件総会における決議の定⾜数の分⺟は、発⾏済み株式総数と同じく 1 万
株である。 
 すると本件総会では、1 万株のうち、Ｂの 800 株、Ｅの 400 株の計 1200 株しか⾏使され
ていない。したがって、法 341 条が定める過半数要件を充⾜しないので 、本件総会は不存
在事由が認められる。 
２ 原告適格 
 決議不存在確認の訴えを適法に提起するには、訴えの利益を要するところ、C は「株主」
として原告適格が認められる。 
３ 提訴期間 
 決議取消しの訴え（８０３条）と異なり、提訴期間は定められていない。 
【設問２】 
 Xとしては、⾃⾝が保有する P 社株式を A に取得されないようにするため、募集株式の
差⽌請求を⾏うことになる。差⽌事由は不公正発⾏（２１０条２号）である。 
 本件売渡請求は１７９条および１７９条に基づいて⾏われている。しかし先だって、P 社
は A を割当先とする本件株式発⾏で２２００株を発⾏し、その結果、A は本件売渡（１７
９条の２）を⾏っている。そこで、本件発⾏が「著しく不公正」であるかが判断されること
になる。 

不公正発⾏該当性は、いわゆる主要⽬的ルールにより判断されてる。募集株式発⾏の⽬的
が、資⾦調達その他の合理的な経営⽬的か、あるいは、現経営陣による⽀配権維持・獲得⽬
的か、いずれが主要な⽬的なのかにより、不公正発⾏かどうかが判断される。 

コメントの追加 [h6]: 不存在をいうメリットはここで

す。 

なので、取消訴訟で対応可能ならば敢えてハードルの

⾼い不存在確認を⾏うことは考えにくいというのが実

務的な価値観かと思います。 



 179 条において株式等売渡請求の要件として議決権総数の 90％以上の保有が要求され
ているのは、⽀配権を争っている株主ではなくそもそも⽀配権を持っている株主のみが、売
渡請求をできるというものである。 
 ⽀配権につき争いがある場合、持ち株⽐率に重⼤な影響を及ぼすような新株発⾏が⾏われ、
それが⽀配権を握ろうとする者に割り当てられた場合、その者の⽀配権維持が主要な⽬的
というべきである。 
 本件発⾏により、A の保有する株式は 8,800 から 11,000 となり、総株式数 12,200 の 90％
を超えることになる。A は資⾦調達を⽬的とせず、他社に P 社の全株式の売却を⾏うため
既存株主の締め出しを⾏おうとしていた。しかし、⾃らの保有する総株式数が 90％に満た
ないことから、P 社の⽀配権を握るため本件発⾏を⾏った。 

よって、本件発⾏は不正発⾏にあたるというべきであり、210 条 2 号にもとづき、新株発
⾏差⽌の仮処分（⺠事保全法２３条２項）を⾏うこととなる。 
【設問３】 
Xは売渡株主（179条の２第１項２号）であるから、株式等売渡請求の差⽌請求を⾏うこ

とが考えられる。 
差⽌事由は法令違反（179 条の 7 第 1 項 1 号）である。 
P 社は取締役会設置会社であるから売渡請求について取締役会の承認必要（179 条の 3）

である。本件で、A は P 社の取締役であると同時に「特別⽀配株主」であり、特別利害関
係取締役（369 条 2 項）にあたる。よって、本来は、本件売渡請求についての議決に加わ
ることはできなかったはずである。本来その場にいてはならなかった特別利害関係取締役
が決議に加わることで、他の取締役がその意⾒に左右されたり、⾃由な意⾒交換や意思決定
を妨げられたりするということは充分に考えられる。従って、特別利害関係取締役が加わっ
た場合、その承認決議については重⼤な違法があり、無効とすべきである。 

よって、本件売渡請求は P 社の取締役会の承認決議を⽋き、売渡請求は無効といえる。 
【設問４】 

取得⽇後に採り得る救済⼿段として、X は、特別⽀配株主である A に対し、本件売渡株
式の全部の取得の無効の訴え（会社 846 条の２第 1 項）を提起することが考えられる。 
Xは売渡株主であった者に当たる(同条 2 項 1 号)。そのため、取得⽇から 6 か⽉以内(同

条 1 項)であれば、適法に上記訴えを、適法に提起することが出来る。 
 無効事由は、明⽂を⽋くものの、取引安全の観点から、重⼤な法令・定款違反に限られる。
本件では、設問３にある通り、売渡請求についての取締会の承認（179条の３）を⽋くこと
が法令違反となり、無効事由となる。 
 

コメントの追加 [h7]: 事実評価の規範を⽴てるという

のはあまり⾒ません。 

コメントの追加 [h8]: 抜き出す事実は正しいのです

が、構成が不⼗分です。単に時系列を記載するのでは

なく、こういった経緯だから、⽀配権を握る⽬的があ

ったんだという枠組で記載した⽅が説得的です。 

コメントの追加 [h9]: 定義を出したいです。 

コメントの追加 [h10]: 重⼤な違反に限ると規範⽴て

ているので、重⼤性についてあてはめてください。 


